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東洋大学「経済論集」 30 巻２号　2005 年３月
アメリカと略記），イギリス，日本の対加直接投資残高を示している。1989 年は米加自由貿易協定
（Canada－ U.S. Free Trade Agreement）が発効する一方，日本ではバブル経済が終わりを告げた
年でもあった。
1989 年末時点の対加直接投資総残高は 1,226.6 億カナダドル（以下Cドルと略記）であった。最
大の投資国はアメリカで投資残高は 804.2 億 Cドル（全体の 65.6 ％）であり，第２位の投資国は
イギリスで，155.5 億 Cドル（同 12.7 ％）の投資残高であった。日本の投資残高は 47.6 億 Cドル
で，全体の 3.9 ％であった。2002 年末の直接投資総残高は 3,493.8 億 Cドルへと増加し，アメリカ
は依然として最大の投資国で全体の 64.2 ％（2,243.3 億 Cドル）を占めていた。イギリスも含めた
ヨーロッパ連合（E.U.）から活発な投資が行なわれ，EU諸国の投資残高は 939.7 億 Cドル，全体







3.7 ％へ増大した。しかし，その後の対加直接投資額は 2000 年度は 149 億円（世界全体の 0.3 ％），
2001 年度は 111 億円（同 0.3 ％），2002 年度は 285 億円で，これは全世界への投資額のわずか 0.6
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１）Statistics Canada［2003］, Canada's International Investment Position: First Quarter 2003, p. 13 および p. 26。
表１　諸外国の対加直接投資残高�
（単位：百万カナダドル，％）�
 1989 122,664 80,427 65.6 15,556 12.7 4,769 3.9�
 1990 130,932 84,089 64.2 17,185 13.1 5,222 4.0�
 1991 135,234 86,396 63.9 16,224 12.0 5,596 4.1�
 1992 137,918 88,161 63.9 16,799 12.2 5,962 4.3�
 1993 141,493 90,600 64.0 15,872 11.2 6,249 4.4�
 1994 154,594 102,629 66.4 14,693 9.5 6,587 4.3�
 1995 168,167 112,948 67.2 14,097 8.4 6,987 4.2�
 1996 182,126 121,943 67.0 14,292 7.8 7,873 4.3�
 1997 194,277 128,978 66.4 15,748 8.1 7,990 4.1�
 1998 219,389 146,893 67.0 17,042 7.8 8,393 3.8�
 1999 252,563 176,045 69.7 15,279 6.0 8,270 3.3�
 2000 307,591 191,870 62.4 23,184 7.5 8,126 2.6�
 2001 333,635 214,227 64.2 25,204 7.6 7,909 2.4�
 2002 349,388 224,330 64.2 26,273 7.5 8,600 2.5�
�
合計� アメリカ合衆国� イギリス� 日本�
資料：Statistics Canada, Canada's International Investment Position 1999, 2000, p.40, and 


















 製造業               �
　 食　糧 17 21 3 1 3 － 9 4 4 － 2,686 － 1 － 2,832�
　 繊　維 29 63 124 5 1 2 6 49 5 2 － － － － 445�
 　木材・パルプ 439 186 145 366 70 63 52 179 4 544 19 － － 1 3,598 �
 　化　学 33 69 2 － － 47 49 2 － － － 2 － － 218�
　 鉄・非鉄 15 48 42 53 18 3 2 6 4 1 － 6 16 228 732�
　 機　械 145 30 22 12 8 2 30 6 8 1 2 7 － － 321�
　 電　機 44 59 32 41 23 33 122 94 126 77 － 2 － － 815�
 　輸送機 104 78 54 34 2 49 － 357 384 18 1 7 － 10 1,625�
 　その他 105 31 1 － － － 3 26 2 2 7 － － 1 232�
 　小　計 931 585 425 511 126 199 273 723 537 645 2,715 24 17 240 10,818 �
               �
 農・林業 4 4 2 0 1 － 5 － － － － － － － 168�
 漁・水産業         － － － － － － － － － － － － － － 13�
 鉱　業 86 37 225 17 9 8 18 135 60 63 34 33 84 23 2,189 �
 建設業         － 10 1 7 22 10 81 － － － － － － － 155�
 商　業 108 144 123 71 49 146 39 124 12 10 － 8 9 7 1,644�
 金融・保険 37 211 37 114 84 64 29 21 － 36 3 74 － － 1,489�
 サービス業 236 313 124 100 263 70 69 32 127 35 7 6 － 16 1,605�
 運輸業 3 2 8 20 － － － 3 － － 1 3 － － 50�
 不動産業 385 249 148 138 102 12 35 106 26 14 － － － － 1,515�
 その他         － － － － － － － － － － － － － － 225�
 小　計 859 971 668 467 530 310 275 421 224 158 45 124 93 45 9,053 �
 �
　 合　　計 1,793 1,557 1,093 978 656 509 549 1,144 761 803 2,760 149 111 285 *19,915
*  合計の中に支店の22億円と不動産の21億円が含まれている。�
資料：大蔵省，『財政金融統計月報』，No．548，1997年，および財務省，『財政金融統計月報』，No．620，2003年。 �










2002 年 12 月時点で，カナダには 366 の本社が存在し，そのうち 165 社から回答が寄せられた。
日系企業はオンタリオ州に 209 社（進出企業数全体の 57.1 ％）が立地し，次にブリティッシュ・
コロンビア州（以下 B.C.州と略記）に 110 社（同 30.1 ％）が立地している。両州を合わせると
87.2 ％にものぼる。第３位はアルバータ州で 22社（6.0 ％），第４位はケベック州で 17社（4.6 ％）
が立地している。ノヴァスコシア州には 5社，サスカチュワン州には２社，マニトバ州には 1社
進出している。
これを反映して，回答企業もオンタリオ州に 88社（回答企業数全体の 53.3 ％），B.C.州に 67 社
（同 40.6 ％）と，両州を合わせると 93.9 ％にものぼっている。日系企業が 2つの州に集中している
のが特徴の１つである。この他の州で回答した日系企業はアルバータ州に 7社（4.2 ％），サスカ
チュワン州に 2社（1.2 ％），ケベック州に 1社（0.6 ％）立地している。ノヴァスコシア州とマニ
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　ブリティッシュ・コロンビア 110 30.1 67 40.6�
　アルバータ 22 6.0 7 4.2�
　サスカチュワン 2 0.5 2 1.2�
　マニトバ 1 0.3 0 0.0�
　オンタリオ 209 57.1 88 53.3�
　ケベック 17 4.6 1 0.6�
　ニューブランズウィック 0 0.0 0 0.0�
　ノヴァスコシア 5 1.4 0 0.0�
　プリンス・エドワード・アイランド 0 0.0 0 0.0�
　ニューファンドランド 0 0.0 0 0.0�
　ユーコン準州 0 0.0 0 0.0�
　ノースウエスト準州 0 0.0 0 0.0�
　ヌナブト準州 0 0.0 0 0.0�













業の 34社，非製造業の 35社の合計 69社がトロントに，製造業の 18社，非製造業の 29社の合計
47社がヴァンクーヴァーに本社を置いている２）。
ジェトロの調査には進出企業の資本金額が含まれていないため，それを補う目的で『週刊東洋
経済：海外進出企業総覧（国別編）2003』のデータを併用する。2002 年 11 月時点で，東洋経済新
報社のアンケートによるとカナダの日系現地法人は 285 社存在した。同社の日系現地法人とは，
日本企業および日系の現地法人の出資比率が合計 10 ％以上の企業と定義されている。この中で，






表５によると，日系企業はオンタリオ州に 177 社進出しており，これは全体の 64.6 ％にあたる。
次にB.C.州への進出が 61社あり，これは 22.3 ％を占めている。日系企業がオンタリオ州とB.C.州
の２州で全体の 86.9 ％と集中している点は表３にみられたのと同じ特徴であるが，表 5の方はよ
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２）日本貿易振興会［2003］，「在加日系製造業の経営実態： 2002 年度調査」，p. 52。
ブリティッシュ・コロンビア 23 44 67�
アルバータ 3 4 7�
サスカチュワン 2 0 2�
オンタリオ 50 38 88�
ケベック 1 0 1�







表５はこれら 274 社の資本金をもとに州別の投資額を表わしている。日系企業 274 社によるカ
ナダ全体への投資額は 65億 2,082 万 5千 Cドルに達し，そのうち 70.3 ％にあたる 45億 8,535 万６
千Cドルがオンタリオ州に集中している。次に，20.9 ％の 13 億 6,200 万９千CドルがB.C.州向け
である。オンタリオ州とB.C.州の２州で全体の 91.2 ％にのぼり，日系企業の経済活動の拠点はこ
の両州に置かれていることが明らかである。
第３位のアルバータ州への進出企業は 14 社とケベック州の 16 社より少なかったが，投資額は
３億 5,294 万２千Cドル（全体の 5.4 ％）でケベック州への投資額よりも多くなっている。第４位
のケベック州への投資額は１億 6,903 万３千Cドル（全体の 2.6 ％）であった。前記４州以外への
投資額はずっと少なくなり，ニューブランズウィック州へは 3,465 万 Cドル（0.5 ％），マニトバ州






険業と商業である。自動車産業への投資は，Toyota Motor Manufacturing Canada Inc.の資本金が
6億 8,000 万 Cドル，Honda Canada Inc.の資本金 2億 2,600 万 Cドル３），ゼネラル・モーターズ
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ブリティッシュ・コロンビア 61 22.3 1,362,009.4 20.9�
アルバータ 14 5.1 352,942.2 5.4�
サスカチュワン 2 0.7 4,630.5 0.1�
マニトバ 2 0.7 11,868.2 0.2�
オンタリオ 177 64.6 4,585,356.2 70.3�
ケベック 16 5.8 169,033.9 2.6�
ニューブランズウィック 1 0.4 34,650.0 0.5�
ノヴァスコシア 1 0.4 335.4 0.0�
プリンス・エドワード・アイランド 0 0.0 0 0.0�
ニューファンドランド 0 0.0 0 0.0�






３）ホンダのホームページには Honda of Canada Manufacturing の投資額は 17 億 C ドルと記載されている。
（http://www.honda.ca/HondaCorpEng/AboutHonda/HondaCanadaMfg/factsandfigures.htm）
（G. M.）社とスズキとの合弁企業CAMI Automotive Inc.の資本金３億 6,300 万 Cドルの半分１億
8,150 万 Cドルが中心となっている。これらの自動車組立工場へ部品を納入する日系自動車部品企
業もオンタリオ州へ多く進出している。自動車部品製造業の中で資本金が大きい企業としては，
Bridgestone/Firestone Canada Inc.（資本金 9,840 万 Cドル）や 2000年に設立されたアルミホイー
ルを製造しているUbe Automotive North America Sarnia Plant（同 6,538 万 Cドル）があげられ
る。
タバコ産業への投資は，日本たばこ産業（現 JTI）による 1999 年 RJ Reynolds 社の海外タバコ
部門を 2,686 億円で買収し，JT International の子会社を設立したものによる。これらの子会社は，
JTI-Macdonald Corp.（資本金１億 2,400 万 Cドル），JT Canada LLC Inc.（同４億 8,500 万 Cドル），
と JT Canada LLC II Inc.（同１億 3,400 万 Cドル）である。
金融・保険部門では，日本での大きな金融機関の合併を受けてそのカナダ会社の再編も進んで
いる。現在は Bank of Tokyo-Mitsubishi Canada（資本金１億 8,200 万 C ドル），UFJ Bank
Canada（同１億 7,000 万 Cドル），Mizuho Bank（Canada）（同１億 6,500 万 Cドル），Sumitomo
Mitsui Banking Corp. of Canada（同 1億 2,100 万 Cドル）の４行がトロントに本店を構えてい
る。また，自動車会社も自社独自の金融会社を設立し，顧客への便宜を図っている。Honda
Canada Finance Inc.（資本金１億 3,500 万 Cドル）やToyota Credit Canada Inc.（同 6,000 万 Cド
ル）がそうであり，資本金が不明なためこの表５には入っていないNissan Canada Finance Inc.も
クレジット融資の役割を果たしている。
自動車産業，タバコ産業，金融・保険業以外で，資本金が１億 Cドルを超えている企業には，
商業分野では電子機器の販売を行なっている Sony of Canada Ltd.（資本金 1億 7,500 万 Cドル）
や，事務機，カメラの販売を行なっているCanon Canada, Inc.（同１億 1,000 万 Cドル）があげら
れる。また，製造業ではフロートガラス，型抜ガラス，建築用加工ガラスの製造・販売を行なっ
ている旭硝子の子会社AFG Industries, Ltd.があり，同社の資本金は１億 7,600 万 Cドルである。
２番目に投資額が多かった B.C.州では木材・パルプ工業への投資が顕著であった。大昭和製紙
（現日本製紙および日本大昭和板紙株式会社）と丸紅によるDaishowa-Marubeni International Ltd.
（資本金２億 6,200 万 Cドル）や，大昭和製紙の子会社Daishowa North America Corp.（同 2億
3,400 万 Cドル）およびDaishowa Canada Co., Ltd.（同１億 4,400 万 Cドル）がある。さらに，王
子製紙とCanfor Corp.の合弁企業Howe Sound Pulp and Paper Limited Partnershipへ王子製紙は
資本金 4億 8,900 万 Cドルの半分，２億 4,450 万 Cドル出資している。
その他の企業でB.C.州への投資で大きなものは，不動産関連事業のDaishinpan（Canada）Inc.
で同社の資本金は１億 300 万 C ドルである。また，不動産の所有・管理を行なっているOkabe
North America Inc.の資本金は 6,435 万 Cドルであった。
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アルバータ州への投資総額は３億 5,294 万 Cドルのうち，２億 8,500 万 CドルはAlpac Forest
Products Inc.４）の資本金である。Alpac 社は三菱商事（70 ％）と王子製紙（30 ％）の子会社で，
製紙用パルプの製造・販売を手掛けている。次に大きな投資企業としては，Mocal Energy Ltd.の
資本金 4,200 万 Cドルがあげられる。これは日本カナダ石油 100％の子会社で，オイルサンドの開
発事業に携わっている。
ケベック州での投資で主たるものは，自動車用ゴム部品を製造・販売しているWaterville TG
Inc.（資本金 3,000 万 Cドル）とその持株会社Toyoda Gosei Holdings Inc.（同 5,032 万 Cドル）が
あげられる。両社とも豊田合成 100 ％の子会社である。また，住友商事 100 ％の子会社Komatsu
Canada Ltd.（オンタリオ州）によって 100 ％出資されているFederal Equipment Inc.（ケベック
州）は建設機械の販売をしており，後者の資本金は 2,684 万 Cドルである。
ニューブランズウィック州へは新聞用紙，出版用紙を製造・販売している Bowater Maritime
Inc.社への投資が１件ある。同社の資本金は１億 500万 Cドルで，Bowater Inc.社が 67％，王子製
紙が 25％，三井物産が８％それぞれ出資しており，日本側の投資額は 3,465 万 Cドルである。
マニトバ州へはAmerican Biaxis Inc.と Dominion Malting Ltd.への投資がある。American
Biaxis Inc.は二軸延伸ナイロンフィルムの製造を行なっており，同社の資本金（2,207 万８千Cド
ル）は現地のWinpak Group が 51％，ニチメン他が 49％出資している。ビール，ウイスキー用
モルトの製造を行なっているDominion Malting Ltd.へは，住友商事がその資本金 300万 Cドルの
35％の 105万 Cドルを出資している。
サスカチュワン州へはOkamoto Canada Ltd.と Hitachi Canadian Industries Ltd.への投資がみら
れる。Okamoto Canada Ltd.はれんが付き外装パネルの製造を行なっており，その資本金は 263万
Cドルである。日立製作所 100％の子会社Hitachi Canadian Industries Ltd.では発電装置，機械装
置類の製造を行なっており，その資本金は 200万 Cドルである。
ノヴァスコシア州への投資は１件，三菱商事によるNorthern Fibre Terminal Inc.への投資があ
る。チップの製造・販売を行なっている同社の資本金は 65万７千Cドルで，このうち三菱商事が


















している「カローラ」などと合わせて，生産台数は年間 22万台から 2004 年には 25万台になる見
込みである５）。北米での日本３大メーカーの自動車販売は好調で，トヨタ自動車（185 万台），ホ
ンダ（138 万台），日産自動車（81 万台）の 2003 年アメリカでの新車販売が，過去最高の 400 万
台になる見通しであり，トヨタはカナダも含めると 201 万８千台と初めて 200 万台に達する見通
しとなっている６）。
主力納入先のトヨタ自動車がアメリカで自動車生産を拡大するのに対応し，アイシン精機は
2001 年にはアメリカに自動車部品の新会社を２社設立し，また 2002 年 10 月にはカナダにも進出
した７）。アイシン精機は自動車用窓枠などを生産するアイシン・カナダをオンタリオ州に設立し
た。資本金は 500 万 Cドルで，アイシンの米子会社が全額を出資した。2003 年 8月から窓枠（モ
ール）などを生産し，将来はシート部品の生産もする予定である８）。
トヨタ自動車部品メーカーのフタバ産業は，ボディー部品を組み立ててモジュール化する新工
場を北米に 2ヶ所建設した。2001 年 10 月にアメリカ・インディアナ州にFIAを設立し，2002 年
10 月にはオンタリオ州にFIOオートモティブ・カナダを設立した９）。また，独立系の自動車部品
メーカー三桜工業はオンタリオ州にハイセン・オブ・カナダ（HiSan of Canada）を 2003年 4月に
新設し，稼働を始めた。同工場では日系の自動車メーカーにブレーキや燃料のチューブ，エンジ




５）「『レクサス』海外生産始動」，『日本経済新聞』，2003 年９月 27 日，11 面。
６）「米販売 400 万台に：今年 8％増過去最高，小型車が好調」，『日本経済新聞』，2003 年 10 月 4 日，９面。
７）「米生産能力５割増：アイシン精機，83 億円投資」，『日本経済新聞』，2002 年 11 月 24 日，７面。
８）「アイシン，カナダに初拠点」，『日本経済新聞』，2002 年 11 月２日，11 面。
９）「フタバ，北米に２工場」，『日経産業新聞』，2001 年 8 月 29 日，17 面，および「フタバ産業，チェコ投資計画 6割増」，
『日経産業新聞』，2003 年 11 月 25 日，14 面。
10）「三桜工業，カナダ新工場稼働」，『日本経済新聞』，2003 年 4 月 23 日，41 面，および「自動車部品の三桜工業，カナ








クトロ・ルミネッセンス）を使う 34 インチ型の薄型テレビを 2005 年から生産すると発表した。
新技術を用いた量産工場建設に必要な投資額は１億 6,000 万 Cドルで，当初は 1,500 万 Cドルを
投じて年産３万台から４万台で始め，将来的には 25 万台から 50 万台への量産を目指す予定であ
る13）。また，協立電気は 2004 年３月オタワ近郊に 7,000 万円程度投資し，半導体基盤検査装置の
開発を強化する14）。
B. C.州への新規投資は，日清製粉グループの約 16億円の製粉新工場の建設がある。日清製粉グ
ループが 90％，三菱商事が 10％出資しているロジャーズフーズが，ヴァンクーヴァーから 90km
離れたチリワックに新工場を建設し，同工場は 2004 年秋に完成の見込みである。同社の 2003 年
度のカナダでの小麦粉の売上高は約 3,000 万 Cドルの見込みである。新工場の稼働によりアメリカ
向け販売を軌道に乗せ，2006年度の北米での売上高を6,000 万 Cドルにする計画である15）。
100 円ショップの大創産業が 2003 年 10月にフェアチャイルドグループと合弁会社ダイソーホー
ルディングズ（ヴァンクーヴァー）を設立し，12 月に１号店をヴァンクーヴァーに出店する計画










経産業新聞』，2002 年１月 28 日，17 面。
13）「カナダVB，無機 ELで薄型TV－大日本印刷などと生産」，『日本経済新聞』，2003 年６月 20 日，13 面，および『日
経産業新聞』，同日，７面。
14）「協立電気，カナダに半導体研究開発拠点（情報プラス）」，『日経産業新聞』，2003 年９月 10 日，５面。
15）「日清製粉，加に製粉新工場」，『日経産業新聞』，2003 年１月 16 日，15 面，および「日清製粉，米国で販売：来秋メ
ド，カナダ子会社にライン」，『日経産業新聞』，2003 年９月 17 日，18 面。
16）「100 円ショップ，大創，カナダ進出」，『日本経済新聞（夕刊）』，2003 年 10 月４日，１面。
大半を山水物産が日本に輸入する見込みである17）。













続すると 2003 年 10 月発表した。この移管によって生産設備や従業員はほぼ半分に縮小される22）。
さらに，東芝機械はオンタリオ州の工作機械販売会社トウシバ・マシン・カンパニー・カナダを












17）「山水物産，カナダで豚肉加工，ハム・ソーセージ原料向け」，『日本経済新聞』，2003 年 10 月 8 日，11 面。
18）http://ca.fujitsu.com/en/ne.../B_5vq0Ae2z.html，および interviews with Mr. John R. Fanning, Development Officer,
Atlantic Canada Opportunities Agency, and Mr. Mark G. Campbell, Director, Business Development, Nova Scotia
Business Inc., 5 August 2003, Halifax.
19）http://ca.fujitsu.com/en/contact/Consulting/Offices/Canada/
20）「富士通のコンサル子会社，北米に事業集中」，『日本経済新聞』，2003 年 12 月 24 日，９面。
21）「カナダ子会社解散を決定，住友電装」，『日経産業新聞』，2001 年 11 月 22 日，15 面。
22）「超大型ダンプトラック開発・生産，日立建機，国内に集約」，『日経産業新聞』，2003 年 10 月３日，12 面。
23）「東芝機械，カナダの工作機械販社を清算」，『日刊工業新聞』，2003 年 11 月 17 日。
の投資が集中していたオンタリオ州とB.C.州の投資環境の特徴を明らかにしてみたい。
４　オンタリオ州とB.C.州の投資環境
2001 年の国勢調査によると，オンタリオ州の人口は 1,141 万人（全体の 38.0 ％），ケベック州の

















は，2003 年２月に自動車産業に対して向こう５年間で総額６億 2,500 万 Cドルの産業支援策を発
表した。内訳は５億Cドルは企業の研究・開発支援に，１億 2,500 万 Cドルは関連業界のインフ
ラ整備に充てられる 25）。良好な投資環境であるオンタリオ州へは今後ともますます日本企業から
の自動車や情報技術関連の製造業や商業への投資が向けられるだろう。





25）ジェトロ，『通商弘報』，2003 年６月 12 日，pp. 10-11。
26）http://geodepot.statcan.ca/Diss/Highlights/Page3/Page3_e.cfm
ている。B.C.州の経済は林業，漁業，鉱業など天然資源に依存し，また工業も木材加工や製紙が中
























27）ジェトロ，『通商弘報』，2003 年５月６日，pp. 9-10，および 2003 年 10 月 15 日，pp. 9-10，interviews with Mr. Mark
Gills, Director, Ministry of Competition, Science and Enterprise, British Columbia, 10 September 2003, Victoria, and
with Ms. Sherree Walter, Manager, Ministry of Community, Aboriginal and Women's Services, British Columbia, 11
September 2003, Victoria.
28）British Columbia, Ministry of Finance［2003］, 2003 British Columbia Financial and Economic Review, 63rd ed., pp. 10-11.
29）2003 年９月４日，Bullmoose Mine およびQuintette Mine の跡地訪問。
30）Interview with Mr. Nigel Black, Chief administrative officer, District of Tumbler Ridge, 3 September 2003, Tumbler
Ridge, B.C.
31）ジェトロ，『通商弘報』，2003 年 12 月３日，ｐ. 4。
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The Characteristics of recent Japanese 
direct foreign investment in Canada 




Japanese direct foreign investment（DFI）is increasingly important to both Canada and Japan.
According to Statistics Canada data, Japanese DFI in Canada at the end of 2002 was $8.6 billion
Canadian, consisting of 2.5% of the overall DFI in Canada.  The United States was the largest in-
vestor in the same year, and American DFI amounted to C$224.3 billions, comprising 64.2%.
Although the amount of Japanese investment is small, it has been significant for Canada as a coun-
terbalance to heavy American investment.
Based on Japanese Ministry of Finance data, Japanese investment in Canada in the fiscal year of
1999 was the highest on record with 276 billion yen, composing 3.7% of the total overseas Japanese
DFI. However, Japanese DFI in Canada has been meager for the last three years, and it was 28.5
billion yen in FY2002, only consisting of 0.6%. Despite the small amount of Japanese DFI in Canada,
it is crucial for Japan to have access to Canadian natural resources to ship back to Japan and to es-
tablish manufacturing bases such as automotive factories to export to the United States.  
The majority of previous research on Japanese DFI in Canada has been conducted at the na-
tional level. This paper is to examine the characteristics of recent Japanese DFI in Canada at the
provincial level.  The annual survey by the Japan External Trade Organization（JETRO）shows
that 93.9% of the Japanese presence was in Ontario and British Columbia in 2002. According to the
data by Toyo Keizai, 177 out of 274 subsidiaries in 2002 were located in Ontario and 61 were in B.C.
Moreover, 70.3% of the total investment of C$45,853 million by these companies was made in
Ontario, while 20.9% was directed to B.C. Alberta hosted 5.4% of the investment, while Quebec re-
ceived merely 2.6%. There were a few subsidiaries in New Brunswick, Manitoba and
Saskatchewan.
Ontario hosted the largest Japanese investment, which was concentrated in four major sectors:
the automotive industry, the food processing industry（tobacco）, finance and insurance, and com-
merce.  B.C. received the second largest investment, which was mainly directed to the pulp and
paper industry and the real estate industry.  Investment in Alberta was mostly funneled into the
pulp and paper company and the oil sand development project.  Investment in Quebec was princi-
pally associated with auto parts and sales companies.
As Toyota in Canada has increased its automobile production, Japanese auto parts supply mak-
ers have made new and additional investments in Ontario’s automotive sector, and this is one of
the characteristics of recent Japanese investment. New investments in B.C. and Alberta are set-
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ting up a flour milling factory and a pork-processing factory, respectively. Establishment of call
centers in Nova Scotia and New Brunswick is noteworthy.
Southern Ontario, which forms part of the densely populated Windsor-Quebec City corridor and
is the industrial heartland in Canada, proves to be the most favorable area to attract Japanese au-
tomotive DFI.  It is located at a strategic location to have access to the huge, affluent American
markets, with accumulation of machinery industries and a large pool of skilled workers. The
Ontario government incentives are also advantageous. B.C. has the third largest metropolitan area,
Vancouver, which is the gateway to Japan. Japanese companies regard Vancouver as a foothold to
access to Canadian markets.
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最近の日本の対加直接投資の州別の特徴
